
東京都の訓練実施結果概要 

 

訓練の 

目的 

震災時における都、市、各防災機関との連携の強化及び自助・共助に基

づく地域防災力の向上を図るため、実践的な訓練を実施する。 

日  時 平成２７年９月１日（火）午前９時００分から午後０時３０分まで 

会  場 
国営昭和記念公園及び周辺地域、多摩都市モノレール高松駅付近、都立木場公

園、東京木材埠頭など 

規  模 参加機関（団体）  １００機関、   参加人員 ７，５００ 名 

想定地震 

震   源：東京多摩地域 

地震の規模：Ｍ７．３ 

震源の深さ：約１２ｋｍ～３０ｋｍ 

発   生：午前８時（被害状況は冬の１８時、風速８ｍを適用） 

訓練項目 

（１）国営昭和記念公園及び周辺 
ア 警察・消防・自衛隊等の防災機関と危機管理ネットワーク会員都

市（ソウル、台北）の消防隊が連携した救出救助 
イ 航空機を活用した救助部隊投入 
ウ 地域住民による倒壊建物からの救出救助・負傷者搬送・応急救護

等体験 
エ 電気・ガス・通信等ライフラインの応急復旧 
オ 防災機関による展示 
カ 被災者支援システム活用訓練 
キ 緊急医療救護所における医療救護班や災害拠点病院と連携した

負傷者トリアージ等の医療救護活動 など 
 

（２）多摩都市モノレール高松駅付近 
ア 警察・消防・鉄道機関による高所からの救出・救助訓練 など 
 

（３）立川市泉市民体育館 
ア 自治体職員、輸送機関、市内中学生による緊急支援物資の避難所

搬送 など 
 

（４）都立木場公園及び臨海部 
ア 救出救助活動拠点としての医療機能設置・運営 
イ ヘリコプターの航空統制 
ウ 護衛艦「いずも」、巡視船「いず」を活用した医療 など 
 

（５）その他訓練会場 
ア 立川市柴崎市民体育館 

検視・検案・身元確認訓練 など 
イ 在日米軍基地 
  ヘリによる支援物資の搬送 など 



訓練の 

特徴 

①自助・共助の理念に基づいた住民参加型の訓練による防災意識の向上 

②臨海部のバックアップによる救助救援活動の実証 

③九都県市訓練の幹事として、物資などの広域的な応援協力の受け入れ 

 

参加機関 

【国の機関】 

陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊、自衛隊東京地方協力本部、海上保

安庁、国土交通省関東地方整備局、総務省関東総合通信局、資源エネルギ

ー庁、気象庁東京管区気象台 

 

【在日米軍】 

在日米陸軍、在日米海軍、在日米空軍 

 

【九都県市広域応援協定自治体等】 

埼玉県、千葉県、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模

原市、関西広域連合、 

 

【指定公共機関】 

日本郵便（株）東京支社、日本赤十字社東京都支部、中日本高速道路(株)、

東日本電信電話（株）、（株）ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（株）、ソフトバンク

（株）、東京ガス（株）、東京電力（株） 

 

【指定地方公共機関】 

（一社）東京都トラック協会、（公社）東京都医師会、（社）東京都歯科医

師会、（公社）東京都薬剤師会、（公財）献血供給事業団、（公社）東京都獣

医師会、多摩都市モノレール(株) 

 

【参加関係機関・自治体等】 

東京都各局、警視庁、東京消防庁、災害医療センター、江東区、昭島市、

福生市、瑞穂町、広域緊急援助隊、緊急消防援助隊、ソウル市、台北市、

新北市、情報通信研究機構記念無線局、東京都生活協同組合連合会、石油

連盟、東京都石油業協同組合、関東エア・ウォーター(株)、（一社）プレハ

ブ建築協会、（一社）全国清涼飲料工業会、東京都葛飾福祉工場、（一社）

日本アマチュア無線連盟、日本自動車連盟、全日本高速道路レッカー事業

協同組合、（社）全国ロードサービス協会、日本ＴＣＧＦ、セブン＆アイ・

ホールディングス、日本自動車ターミナル（株）、（一社）全国物流ネット

ワーク協会、（公財）東京都公園協会、（一社）東京都地質調査業協会、緊

急地震速報利用者協議会、防災安全協会、日本救助犬協会、（一社）ジャパ

ンケネルクラブ、全国災害救助犬協会、東京防災隣組、都立高校 等 

 

【合同実施自治体関係機関等】 

立川市、消防団、自主防災組織、自衛消防隊、市内中学校、消防少年団、

災害時支援ボランティア、地域住民 等 



 


